
３―４章（曲げを受ける梁 および柱）の基本事項について 
柱と梁は基本的には同じです．違いは 梁では軸力＝０ 柱では 軸力＝Ｎ を用いる

ことです． 
 
断面力は 
① 中立軸位置(Xn)と曲率（あるいは断面内のある点のひずみ）を与えると断面内のひ
ずみが決まります．（平面保持の仮定） 

以下まず弾性の場合（許容応力度設計関連）について説明します 
② 断面内のひずみ分布が決まると 弾性ひずみですからひずみに比例した各部の応力

が決まります．（弾性仮定） 
関係式  式（３．１），（３．２）  （４．１） 

合力で表すと （３．３）～（３．７），（４．２）～（４．４） 
③ 断面内の応力が決まると 積分することにより内力の軸力および 曲げモーメント
が定まります． 
関係式 （４．５），（４．６） 

④ 梁では軸力（内力）＝０の条件から Xn が ，柱では軸力（内力）＝N から Xn が
定まります． 
関係式  式（３．８） Xnについて解いた結果が式（３．１０）      

式（４，７） 
⑤ 断面内応力がある点の関数として定まります． 
   式（３．１）（３．２）中 ｘｎが既知数となる 
⑥ 許容耐力 

弾性仮定ですが コンクリート 鉄筋とも 制限があり 許容応力度を超えないように設
計します． 
材料はコンクリートと 鋼， 応力は圧縮・引張応力がありますからコンクリートが 圧
縮で許容応力度に達するとき あるいは 鉄筋が圧縮で あるいは 引張で許容応力度に
達したときが許容耐力となります．  
  関係式  
コンクリートの許容圧縮応力度で表した許容曲げ耐力(M１) （３，１２）（４．１２） 
鉄筋の許容引張応力度で表した許容曲げ耐力(M２)  （３，１３），（４．１３） 
コンクリートが許容圧縮応力度に達する時と 鉄筋が許容引張応力度に達する時を比較し，
先に許容応力度に達する方で許容耐力が決定されます． 
⑦ 計算図表： 梁の場合 図３．８  柱の場合  図４．４ 

以上 
つぎに  終局曲げ耐力について 
 上記 ②からが変わります 
⑧ 非弾性ひずみであれば仮定した応力―ひずみ関係に従って 断面内のある点のひず

みを与えると，各部の応力が決まります．計算を単純化するため 非線形のコンク
リート部の応力分布を ｋ１，ｋ２，ｋ３を用いて 矩形分布に置換します． 

⑨ 軸力の釣り合いから Xnを求めます  
関係式   梁では領域ⅱの場合式（３．１８）  

柱では領域ⅱの場合 式（４．２３） 
なお 式（４．２２）中， ηFcｂDは作用軸力 Nです 
⑩ 以上で各部の応力が定まりましたから 内力の曲げモーメントが求まります 
 関係式 （３．２２） 



  終局曲げモーメントの略算式 （３．２３），（４．２８），（４．２９） 
無次元化してあるため 式が複雑なように見えますが 
圧縮コンクリートの合力 ｃC，圧縮側鉄筋の合力 ｓC 引張鉄筋の合力 Tに置き換
えて 軸力の釣り合い，曲げモーメントの釣り合い式を読みとってください 
なお柱で ｐ６６－６７に術語「有効等価断面」 「等価断面」がありますが 
「等価断面」は鉄筋断面積をｎ（ヤング係数比）倍してコンクリート断面に置き換え時
の断面 

｛有効等価断面｝ 引張を受ける部分のコンクリートを無視したときの等価断面であるこ
とに注意してください． 

 
再度  
＊ 用いている主な仮定は仮定は平面保持．応力ひずみ関係． 
＊ 梁と柱は基本的には同じで，軸力の釣り合い 曲げモーメントの釣り合いを使って
式を展開している． 

＊ 許容耐力と 終局耐力の計算では 用いる応力ひずみ関係の異なる． 
 

 
 

 


